
要配慮者利用施設の避難確保計画
作成上の留意点等について

諫早市健康福祉部

障害福祉課

高齢介護課
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避難確保計画≪表紙≫

• 各施設の状況に応じて、記載して
ください。

• 浸水想定・土砂災害警戒区域にか
かわらず使用できる内容にしてい
ます。

• 該当しない項目は削除してくださ
い。

• 施設の状況に応じて内容を追加し
てください。

• 同一建物内に複数の施設種別があ
る場合、一体的な避難確保計画を
作成することは可能ですが、提出
は施設種別ごとに行い、保管も施
設種別ごとに行ってください。

留意事項
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• 避難経路図を作る

• 体制を作る

• 避難開始の判断基準を決める

避難確保計画≪目次≫

作成のポイント

市
へ
提
出

施
設
で
管
理
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①計画の目的、施設名を記載

②計画を作成したことを市へ報
告する文面を記載

③計画の適用範囲を記載

④施設の人数を記載

⑤建物の状況を記載

⑥浸水・土砂災害の危険性を記
載

避難確保計画≪基本事項≫
作成の手順
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• 災害発生のおそれがある場合の対
応をあらかじめ検討しておき、各
施設職員の役割分担を再確認して
おきましょう。

• 定期的に施設周辺の排水状況や避
難経路の状況を点検することが重
要です。

• 避難路を妨げる可能性がある障害
物などがないか確認しましょう。

• 施設周辺のがけ等に土砂災害の兆
候がないかを点検しましょう。

事前に行うべき対策を記載

避難確保計画≪防災体制～事前対策≫

作成のポイント

作成の手順
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• 洪水・土砂災害のおそれがあ
るときの参集体制及び参集基
準を定めておくことが必要で
す。

①参集の基準を記載

②参集後の業務を記載

③対応者を記載

避難確保計画≪防災体制～参集基準≫

作成のポイント

作成の手順
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• 的確な情報収集・伝達、迅速
な避難行動ができるように、
「誰が何をするのか」を明確
にしておきましょう。

各班の業務内容を記載

避難確保計画≪防災体制～各班の任務と組織≫

作成のポイント

作成の手順
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いつ避難すればよいかを知る・決
める。

※防災体制（注意・警戒・非常）
を作るために、タイミング・活動
内容・対応要員を決定する。

①防災体制に切り替えるタイミングを決
定

・河川の水位情報

・気象情報

・市の発令する避難情報 など

②施設の防災体制をつくる

→活動内容、対応要員を決定

避難確保計画≪防災体制～体制の確立の判断時期及び役割分担≫

作成のポイント

作成の手順
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• 責任者が不在の場合は？

• 決めていた担当者が不在の場
合は？

• 必要な業務を実施できる人員
を確保しておきましょう。

①各要因の役割に適した担当者を決
める

②各班に必要な人員を決める

③利用者・施設職員数、移動手段と
の「避難誘導方法」の整合を図る

④任務を記載する

避難確保計画≪防災体制～体制の確立の判断時期及び役割分担≫

作成のポイント

作成の手順
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• 誰が、どうやって、何を収集
するのかを決める。

①防災情報の収集方法を決定す
る

②緊急連絡網、外部機関等への
緊急連絡先一覧表を作成

③情報伝達経路を作成する

避難確保計画≪情報収集・伝達～情報収集≫

作成のポイント

作成の手順
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• 連絡先は定期的に更新する。

• 上段に「氏名」、下段に「連
絡先（電話番号）」を入れて
ください。

施設管理者から従業員を含めた
施設関係者の緊急連絡網を作成
する。

避難確保計画≪情報収集・伝達～施設職員緊急連絡網≫

作成のポイント

作成の手順
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• 連絡先は定期的に更新する。

必要な外部機関の連絡先を記入
する。

避難確保計画≪別紙３ 外部機関等への緊急連絡先一覧表≫

作成のポイント

作成の手順
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• 連絡先は定期的に更新する。

利用者関係者の緊急連絡先を記
入する。

避難確保計画≪別紙４ 施設利用者緊急連絡先一覧表≫

作成のポイント

作成の手順
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的確に避難開始の判断を行うた
めには、あらかじめ気象状況や
行政からの避難情報等を参考に
して、具体的に避難基準を定め
ておくことが最も重要です。

避難開始の判断を行う基準を作
成する。

避難確保計画≪避難誘導～避難基準≫

作成の手順

作成のポイント
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避難場所決定に関する基本的な考え
方

①危険な場所から離れることが原則

②近隣のより安全な場所・建物等へ
の立退き避難

③施設建物内において、より安全な
場所等への垂直避難

①避難場所を決定する

②避難経路図を参考に、移動距離
を記載する

③対応別避難誘導方法一覧表を参
考に、移動手段を記載する

避難確保計画≪避難誘導～避難場所≫

作成のポイント

作成の手順
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避難確保計画≪別紙５ 対応別避難誘導方法一覧表≫

作成のポイント

・誰を、どの避難先に、誰がど
うやって避難させるかを整理し、
より迅速に避難可能となる誘導
方法を決定する。

作成の手順
①施設利用者ごとに、氏名、避難先、
移動手段、担当者、配慮事項（備考
欄）の一覧表を作成する。

②施設利用者ごとの状況を踏まえ、
避難所への移動方法をわかりやすく
整理する（一番左の列に番号を記
入）
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避難前、避難時、避難完了時に
誰が何を行うかを決めておく。

①避難前に行うべきことを記載する

②避難時に行うべきことを記載する

③避難完了時に行うべきことを記載
する

避難確保計画≪避難誘導～避難方法≫

作成の手順

作成のポイント
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• 施設周辺の浸水危険性を確認する。

• どこに避難すればよいか確認する。
（避難場所・避難経路）

①浸水想定区域図を用意する。

②マップ上の施設を探し、印をつける。

③施設周辺の水深を確認する。

④安全な避難場所をさがす。

⑤避難場所までの避難経路に色を塗る。

避難確保計画≪避難経路～浸水想定区域≫

作成のポイント

作成の手順
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①土砂災害ハザードマップを用意する。

②マップ上の施設を探し、印をつける。

③施設周辺の土砂災害警戒区域を確認
する。

④安全な避難場所をさがす。

⑤避難場所までの避難経路に色を塗る

• 施設周辺の土砂災害の危険性を
確認する。

• どこに避難すればよいか確認す
る。（避難場所・避難経路）

避難確保計画≪避難経路～土砂災害警戒区域≫

作成のポイント

作成の手順
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• 利用者の命を守るための備蓄
品を決める。

• 浸水を防ぐための対策を決め
る。

①情報収集・伝達時、避難誘導時に
必要なものを整理する。

②避難所等への避難後に必要なもの
を整理する。

③水害時に活用できる状態にあるか、
確認する。

④浸水を防ぐための対策を記載する。

作成のポイント

避難確保計画≪施設の整備≫

作成の手順
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教育・訓練内容を決めて実施日
を記入する。

①防災教育内容、時期を決定する

②訓練内容、時期を決定する

避難確保計画≪防災教育及び訓練の実施≫

作成のポイント

作成の手順
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他の訓練や教育を考慮する

①従業員及び施設利用者への防
災教育の日程を決める。

②出水期前の防災訓練の実施日
を決める。

③訓練を踏まえた、計画の更新
時期を決める。

避難確保計画≪防災教育及び訓練の実施≫

作成のポイント

作成の手順

22



• 水害による被害を最小限に抑える
ため、平成２５年７月に水防法の
一部が改正され、自衛水防組織の
設置が努力義務となっている。

• 自衛水防組織を設置する場合は様
式等をそのまま活用し、情報収集
方法、活動組織体制、対策内容、
訓練実施計画等を決定する。

①別添、別表１，２を活用し、組
織を設置する。
②研修及び訓練計画を立てる。
③設置したことを市に報告する。

避難確保計画≪自衛水防組織≫

作成のポイント

作成の手順

23



避難確保計画の市への提出について

• 避難確保計画のうち、「１ 基本事項」から「６ 防災教育及
び訓練の実施」までは、作成後に市（福祉担当）へ提出が必要
です。

• また、「７ 自衛水防組織の業務に関する事項」は、自衛水防
組織（設置は任意）を設置する場合に、市（福祉担当）へ提出
が必要です。

• 別紙１～５は必ず作成し、別添、別表１、別表２は自衛水防組
織を設置する場合に作成のうえ、それぞれの施設で管理してく
ださい。

•提出期限は、２０１９年５月３１日（金）です。
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